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博士後期課程 3 年 尾島 万里 
 
Ⅰ. はじめに 







１−1 と図 1−2 にまとめてみた。 
                             
 
図 1－1 就学前の⼦どもの居場所 （就学前全体：0〜5 歳児） 
 
 




























図１−2 就学前の⼦どもの居場所 （3 歳児未満：0〜2 歳児） 
資料：⼭縣⽂治（2008）「保育サービスの展開と地域⼦育て⽀援」『保育学研究』第 46 巻 第 1 号 P65 と⼭
縣⽂治（2018）『⼦ども家庭福祉論 第 2 版』ミネルヴァ書房 P110 を参照し、筆者作成 
 
 これらによると 1990 年以前は、就学前に保育所や幼稚園に在籍していない⼦どもは 5 割強、3 歳未満児で
は 9 割以上存在していた。2000 年の時点では保育所に通う⼦どもの割合が増えたため、就学前では 5 割弱、3
歳未満児では 8 割強となっていた。認定こども園は 2006 年に創設されているために、2004 年までの「それ以
外」（図１−1、図 1−2 参照）は、ほとんどが家庭で⺟親が世話している状況にあると推察される。在宅で⼦育
てをしている⺟親の⼦育て不安やストレス、昼間の居場所のなさがささやかれだしたこと、さらに潜在層が図









供、助⾔その他の援助を⾏うものであり、2007 年には全国 4,409 か所であったが、2017 年の時点で全国 7,529








 論⽂検索 NDL-OPAC を⽤いて、地域⼦育て⽀援拠点事業に関する⽂献検索を⾏うため①「地域⼦育て⽀援
センター」②「⼦育てひろば」③「⼦育てサロン」④「地域⼦育て⽀援拠点事業」をキーワードにして検索し






















た結果、①77 件、②46 件、③32 件、④44 件であった。今回は①〜④までの⽂献 199 件を対象に分析した。な
お、対象出版物は、1993 年から 2019 年 6 ⽉ 30 ⽇までの原著論⽂とした。 
 
Ⅲ 子育て支援の政策的動向 




1995 緊急保育対策等 5 か年事業策定 地域⼦育て⽀援センターに名称変更 
1999 新エンゼルプラン策定 
2002 つどいの広場事業創設 
2003  少⼦化社会対策基本法・次世代育成⽀援対策基本法制定 児童福祉法改正 
2004 ⼦ども・⼦育て応援プラン策定 
2007 地域⼦育て⽀援拠点事業創設 「センター型」「ひろば型」「児童館型」の 3 類型 











である。その背景には、先述したように 1988 年の合計特殊出⽣率が 1.57 となった「1.57 ショック」が契機と
なっていた。政府は 1990 年 8 ⽉に「健やかに⼦どもを⽣み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議」を
設置し、1994 年に⽂部、厚⽣、労働、建設の 4 ⼤⾂により策定された最初の総合的な少⼦化対策となる「今後



































⼦育て⽀援の主な担い⼿となった。図 2 において 2009 年に論⽂数が上昇しているのは、先述した地域⼦育て
⽀援の事業拡⼤により、拠点事業の職員が担う⽀援内容に関する調査報告が増えたためである（橋本 2009、橋
本ら 2009、平⽥ら 2009 など）。 
 
図 2 「地域⼦育て⽀援センター」「⼦育てひろば」「⼦育てサロン」「地域⼦育て⽀援拠点事業」の⽂献数の推移 
出典：NDL-OPAC にて検索（Retrieved 2019 年 8 ⽉ 13 ⽇） 
 




2015 年 4 ⽉には「⼦ども・⼦育て⽀援新制度」が成⽴したことで、拠点事業の拡充を図ることが再び盛り込ま























































表２ 地域⼦ども・⼦育て⽀援事業（⼦ども・⼦育て⽀援法第 59 条） 
13 の事業名 
1．利⽤者⽀援事業 8．⼀時預かり事業 
2 地域⼦育て⽀援拠点事業 9．延⻑保育事業 
3．妊婦健康診査 10．病児保育事業 




6. ファミリー・サポート・センター事業 13．多様な事業者の参⼊促進・能⼒活⽤事 
  業 
7．⼦育て短期⽀援事業  
出典：内閣府（2015）「⼦ども・⼦育て⽀援新制度ハンドブック 施設・事業者向け」P17−18 
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/faq/pdf/jigyousha/handbook7.pdf  (2019.3.24 閲覧) 
 
ここまで⾒ると、この約 20 年間で国による地域における⼦育て⽀援対策は、⽬まぐるしく⾏われてきたが、
合計特殊出⽣率を⾒ると、「保育所地域⼦育てモデル事業」が創設された 1993 年は 1.46、「⼦ども・⼦育て⽀
援新制度」ができた 2015 年も 1.46 の同数であり、効果的な政策を打ち出せたかは疑問である。 
 
Ⅳ．研究動向の検討 































































業の運営状況は、全体の 38％を社会福祉法⼈が、34.7％を市町村直営、10.1％を NPO 法⼈が、そのほか社会
福祉協議会や任意団体、学校法⼈、株式会社などが経営している。⼀⽇あたりの利⽤親⼦組数の平均は 10 組以













































いる。厚⽣労働省（2015）によると、平成 25 年度の保育所勤務保育⼠数は 37.8 万⼈いるが、平成 29 年度時
点において国全体で必要となる保育⼠の数は 46.3 万⼈と推測しており、平成 29 年度末までの⾃然体の増加分
















者を 2 名以上置くことになっている。図 3 にあるように、保有資格については「保育⼠」が 60.4％で最も多く、











図 3 「資格の有無」 



































れによれば、利⽤者である⺟親の年齢は 30 歳代前半が最も多く、約半数を占め、次いで 20 歳代後半が 22.4％、


































図 4 特性がある家庭の利⽤の有無 
出典：橋本真紀（2018）「包括的な⼦育て⽀援体制における地域⼦育て⽀援拠点事業の可能性」『社会保障研究』
Vol.3 No.2 P260 を参照し、筆者作成 
 
Ⅴ. 考察 










対する割合で⾒ると、新制度実施前の 2014 年は保育所 64.2％、幼稚園 32.1％、認定こども園 3.7％であった
が、新制度実施後の 2018 年では、保育所 51.6％、幼稚園 21.4％、認定こども園 13.9％、地域型保育事業 13.1％
となっており、保育所や幼稚園が減少し、認定こども園と地域型保育事業の数が増加している（厚⽣労働省
2019）。また、地域⼦育て⽀援拠点事業も新制度実施前の 2014 年は 6,538 か所であったのが、新制度実施後の
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